
現行 改正 改定理由

工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要
試験成績
表等によ
る確認

工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要
試験成績
表等によ
る確認

1　セメ
ント・
コンク
リート
 (転圧
コンク
リー

ト・コ
ンク

リート
ダム・
覆工コ
ンク
リー
ト・

吹付け
コンク
リート
を除
く）

施

工

後

試

験

必

須

ひび割れ調査 スケールによる測
定

0.2mm 本数
総延長
最大ひびわれ幅等

高さが、5ｍ以上の鉄筋コンクリート擁
壁、内空断面積が25㎡以上の鉄筋コン
クリートカルバート類、橋梁上・下部
工及び高さが3m以上の堰・水門・樋門
を対象（ただしいずれの工種について
もプレキャスト製品及びプレストレス
トコンクリートは対象としない）と
し、構造物躯体の地盤や他の構造物と
の接触面を除く全表面とする。
フーチング・底版等で竣工時に地中・
水中にある部位については竣工前に調
査をする。
ひび割れ幅が0.2ｍｍ以上の場合は、
「ひび割れ発生状況の調査」を実施す
る。

1　セメ
ント・
コンク
リート
 (転圧
コンク
リー

ト・コ
ンク

リート
ダム・
覆工コ
ンク
リー
ト・

吹付け
コンク
リート
を除
く）

施

工

後

試

験

必

須

ひび割れ調査 スケールによる測
定

0.2mm 本数
総延長
最大ひびわれ幅等

高さが、5ｍ以上の鉄筋コンクリート擁
壁、内空断面積が25㎡以上の鉄筋コン
クリートカルバート類、橋梁上・下部
工及び高さが3m以上の堰・水門・樋門
を対象（ただしいずれの工種について
もプレキャスト製品及びプレストレス
トコンクリートは対象としない）と
し、構造物躯体の地盤や他の構造物と
の接触面を除く全表面とする。
フーチング・底版等で竣工時に地中・
水中にある部位については竣工前に調
査をする。
ひび割れ幅が0.2ｍｍ以上の場合は、
「ひび割れ発生状況の調査」を実施す
る。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」により施工完了
時のひび割れ状況を調査する場合は、
ひび割れ調査の記録を同要領（案）で
定める写真の提出で代替することがで
きる。

「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」に
基づき品質管理を実施する
場合同要領によることを追
記。

4　基礎
工

施

工

必

須

支持層の確認 試験杭 試験杭の施工により定めた方法を
満足していること。

中掘り杭工法（セメントミルク噴出攪
拌方式），プレボーリング杭工法，鋼
管ソイルセメント杭工法及び回転杭工
法における支持層の確認は，支持層付
近で掘削速度を極力一定に保ち，掘削
抵抗値（オーガ駆動電流値，積分電流
値又は回転抵抗値）の変化をあらかじ
め調査している土質柱状図と対比して
行う。この際の施工記録に基づき，本
施工における支持層到達等の判定方法
を定める。

※その他の工法等については、47基礎
工を参照

新規追加

5　場所
打杭工

施

工

必

須

孔底沈殿物の管理 検測テープ 設計図書による 孔底に沈積するスライムの量は、掘削
完了直後とコンクリート打込み前に検
測テープにより測定した孔底の深度を
比較して把握する

新規追加

6　既製
杭工

（中堀
り杭工
コンク
リート
打設方
式）

施

工

必

須

孔底処理 検測テープ 設計図書による 泥分の沈降や杭先端からの土砂の流入
等によってスライムが溜ることがある
ので，孔底処理からコンクリートの打
設までに時間が空く場合は，打設直前
に孔底スライムの状態を再確認し，必
要において再処理する

新規追加



工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要
試験成績
表等によ
る確認

工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要
試験成績
表等によ
る確認

4　下層
路盤

施

工

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧 [4]-256

砂置換法(JIS
A1214)

砂置換法は、最大
粒径が53mm以下の
場合のみ適用でき
る

最大乾燥密度の93%以上
  X10  95%以上

  X6   96%以上

  X3   97%以上

歩道路盤工：
平均値が最大乾燥密度の85％以上

・1,000㎡ につき1個、1工事
につき最低3個
・歩道路盤工：
片側延長80m に1個、1工事に
つき最低1個

ただし、1工事における排水
工・構造物工等による仕戻し
舗装が施工幅1ｍ未満かつ施工
面積が200㎡未満のものについ
ては省略することができる。

・締固め度は、10個の測定値の平均値
X10が規格値を満足しなければならな
い。また、10個の測定値が得がたい場
合は3個の測定値の平均値X3が規格値を
満足していなければならないが、X3が

規格値をはずれた場合は、さらに3個の
データを加えた平均値X6が規格値を満
足していればよい。

・締固め度は、監督員が承認した最大
乾燥密度に対する百分率で表した値。

　

７　下
層路盤

施

工

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧 [4]-256

砂置換法(JIS
A1214)

砂置換法は、最大
粒径が53mm以下の
場合のみ適用でき
る

最大乾燥密度の93%以上
  X10  95%以上

  X6   96%以上

  X3   97%以上

歩道路盤工：
平均値が最大乾燥密度の85％以上

・1,000㎡ につき1孔、1工事
につき最低3孔
・歩道路盤工：
片側延長80m に1孔、1工事に
つき最低1孔

ただし、1工事における排水
工・構造物工等による仕戻し
舗装が施工幅1ｍ未満かつ施工
面積が200㎡未満のものについ
ては省略することができる。

・締固め度は、10孔の測定値の平均値
X10が規格値を満足しなければならな
い。また、10孔の測定値が得がたい場
合は3孔の測定値の平均値X3が規格値を
満足していなければならないが、X3が

規格値をはずれた場合は、さらに3孔の
データを加えた平均値X6が規格値を満
足していればよい。

・締固め度は、監督員が承認した最大
乾燥密度に対する百分率で表した値。

　

実情に合わせて修正

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧 [4]-256

砂置換法(JIS
A1214)

砂置換法は、最大
粒径が53mm以下の
場合のみ適用でき
る

最大乾燥密度の93%以上
X10 95%以上

X6 95.5%以上

X3 96.5%以上

1,000㎡ につき１個、１工事
につき最低3個

ただし、1工事における排水
工・構造物工等による仕戻し
舗装が施工幅1ｍ未満かつ施工
面積が200㎡未満のものについ
ては省略することができる。

・締固め度は、10個の測定値の平均値
X10が規格値を満足しなければならな
い。また、10個の測定値が得がたい場
合は3個の測定値の平均値X3が規格値を
満足していなければならないが、X3が
規格値をはずれた場合は、さらに3個の
データを加えた平均値X6が規格値を満
足していればよい。

・締固め度は、監督員が承認した最大
乾燥密度に対する百分率で表した値。

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧 [4]-256

砂置換法(JIS
A1214)

砂置換法は、最大
粒径が53mm以下の
場合のみ適用でき
る

最大乾燥密度の93%以上
X10 95%以上

X6 95.5%以上

X3 96.5%以上

1,000㎡ につき１孔、１工事
につき最低3孔

ただし、1工事における排水
工・構造物工等による仕戻し
舗装が施工幅1ｍ未満かつ施工
面積が200㎡未満のものについ
ては省略することができる。

・締固め度は、10孔の測定値の平均値
X10が規格値を満足しなければならな
い。また、10孔の測定値が得がたい場
合は3孔の測定値の平均値X3が規格値を
満足していなければならないが、X3が
規格値をはずれた場合は、さらに3孔の
データを加えた平均値X6が規格値を満
足していればよい。

・締固め度は、監督員が承認した最大
乾燥密度に対する百分率で表した値。

粒度（2.36mmフル
イ）

舗装調査・試験法
便覧 [2]-14

2.36mmふるい：±15％以内 現場に敷き広げられた混合物から材料
を採取する。
・粒度は試料の測定値と監督員が承認
した現場配合の値との差を求めた値。

粒度（2.36mmフル
イ）

舗装調査・試験法
便覧 [2]-16

2.36mmふるい：±15％以内

粒度（75μmフル
イ）

舗装調査・試験法
便覧 [2]-14

75μmふるい：±6％以内 現場に敷き広げられた混合物から材料
を採取する。
・粒度は試料の測定値と監督員が承認
した現場配合の値との差を求めた値

粒度（75μmフル
イ）

舗装調査・試験法
便覧 [2]-16

75μmふるい：±6％以内

6 アスファルト安定処理路盤 9 アスファルト安定処理路盤

7　セメ
ント安
定処理
路盤

施

工

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧 [4]-256

砂置換法(JIS
A1214)

砂置換法は、最大
粒径が53mm以下の
場合のみ適用でき
る

最大乾燥密度の93％以上。
X10　95%以上

X6　 95.5%以上

X3　 96.5%以上

歩道箇所：設計図書による。

1,000㎡ につき1個、1工事に
つき最低3個

・締固め度は、10個の測定値の平均値
X10が規格値を満足しなければならな

い。また、10個の測定値が得がたい場
合は3個の測定値の平均値X3が規格値を

満足していなければならないが、X3が

規格値をはずれた場合は、さらに3個の
データを加えた平均値X6が規格値を満

足していればよい。
・締固め度は、監督員が承認した最大
乾燥密度に対する百分率で表した値。

　

10　セ
メント
安定処
理路盤

施

工

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧 [4]-256

砂置換法(JIS
A1214)

砂置換法は、最大
粒径が53mm以下の
場合のみ適用でき
る

最大乾燥密度の93％以上。
X10　95%以上

X6　 95.5%以上

X3　 96.5%以上

歩道箇所：設計図書による。

1,000㎡ につき1孔、1工事に
つき最低3孔

・締固め度は、10孔の測定値の平均値
X10が規格値を満足しなければならな

い。また、10孔の測定値が得がたい場
合は3孔の測定値の平均値X3が規格値を

満足していなければならないが、X3が

規格値をはずれた場合は、さらに3孔の
データを加えた平均値X6が規格値を満

足していればよい。
・締固め度は、監督員が承認した最大
乾燥密度に対する百分率で表した値。

　

実情に合わせて修正

8　アス
ファル
ト舗装

舗

設

現

場

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧 [3]-218

基準密度の94%以上。
X10　96%以上

X6 　96%以上

X3 　96.5%以上

歩道舗装
平均値：基準密度の92％以上

1,000㎡につき1個、１工事に
つき最低3個
（歩道舗装を含む）

・橋面舗装はコア採取しないでAs合材
量（プラント出荷数量）と舗設面積及
び厚さでの密度管理、または転圧回数
による管理を行う。
・同一配合の重層アスファルトについ
ては、各層の合計面積を対象面積とす
る。
・締固め度は監督員が承認した基準密
度に対する百分率で表した値。
・500㎡未満は省略できる。

　

11　ア
スファ
ルト舗
装

舗

設

現

場

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧 [3]-218

基準密度の94%以上。
X10　96%以上

X6 　96%以上

X3 　96.5%以上

歩道舗装
平均値：基準密度の92％以上

1,000㎡につき1孔、１工事に
つき最低3孔
（歩道舗装を含む）

・橋面舗装はコア採取しないでAs合材
量（プラント出荷数量）と舗設面積及
び厚さでの密度管理、または転圧回数
による管理を行う。
・同一配合の重層アスファルトについ
ては、各層の合計面積を対象面積とす
る。
・締固め度は監督員が承認した基準密
度に対する百分率で表した値。
・500㎡未満は省略できる。

　

実情に合わせて修正

混合物のアスファ
ルト抽出

舗装調査・試験法
便覧 [4]-238

アスファルト量：±0.9%以内
X10  ±0.55%以内
X6   ±0.50%以内
X3   ±0.50%以内

10,000㎡につき3個、1工事に
つき最低3個

・橋面舗装はコア採取しないでAs合材
量（プラント出荷数量）と舗設面積及
び厚さでの密度管理、または転圧回数
による管理を行う。
・同一配合の重層アスファルトについ
ては、各層の合計面積を対象面積とす
る。
・アスファルト量は試料の測定値と監
督員が承認した現場配合との差を求め
た値。
・500㎡未満は省略できる。

混合物のアスファ
ルト抽出

舗装調査・試験法
便覧 [4]-238

アスファルト量：±0.9%以内
X10  ±0.55%以内
X6   ±0.50%以内
X3   ±0.50%以内

10,000㎡につき3孔、1工事に
つき最低3孔

・橋面舗装はコア採取しないでAs合材
量（プラント出荷数量）と舗設面積及
び厚さでの密度管理、または転圧回数
による管理を行う。
・同一配合の重層アスファルトについ
ては、各層の合計面積を対象面積とす
る。
・アスファルト量は試料の測定値と監
督員が承認した現場配合との差を求め
た値。
・500㎡未満は省略できる。

実情に合わせて修正

混合物の粒度分析
試験

舗装調査・試験法
便覧 [4]-238

2.36mmふるい：±12%以内基準粒度
X10  ±8.0%以内
X6   ±7.5%以内
X3   ±7.0%以内
75μmふるい：±5%以内基準粒度
X10  ±3.5%以内
X6   ±3.5%以内
X3   ±3.0%以内

10,000㎡につき3個、１工事に
つき最低3個

・橋面舗装はコア採取しないでAs合材
量（プラント出荷数量）と舗設面積及
び厚さでの密度管理、または転圧回数
による管理を行う。
・同一配合の重層アスファルトについ
ては、各層の合計面積を対象面積とす
る。
・粒度は試料の測定値と監督員が承認
した現場配合との差を求めた値。
・500㎡未満は省略できる。

混合物の粒度分析
試験

舗装調査・試験法
便覧 [4]-238

2.36mmふるい：±12%以内基準粒度
X10  ±8.0%以内
X6   ±7.5%以内
X3   ±7.0%以内
75μmふるい：±5%以内基準粒度
X10  ±3.5%以内
X6   ±3.5%以内
X3   ±3.0%以内

10,000㎡につき3孔、１工事に
つき最低3孔

・橋面舗装はコア採取しないでAs合材
量（プラント出荷数量）と舗設面積及
び厚さでの密度管理、または転圧回数
による管理を行う。
・同一配合の重層アスファルトについ
ては、各層の合計面積を対象面積とす
る。
・粒度は試料の測定値と監督員が承認
した現場配合との差を求めた値。
・500㎡未満は省略できる。

実情に合わせて修正

9 転圧コンクリート 12 転圧コンクリート

施

工

5　上層
路盤

定期的又は随時（1回～2回／
日）

・中規模以上の工事：定期的
または随時（1回～2回／日）

・中規模以上の工事とは、管理図を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
舗装施工面積が10,000m2あるいは使用
する基層及び表層用混合物の総使用量
が3,000t以上の場合が該当する。

必

須

必

須

施

工

８　上
層路盤

仮設表層工仮設路盤工上部埋戻工下部埋戻工下部埋戻工10cm 仮設表層工仮設路盤工上部埋戻工下部埋戻工下部埋戻工10cm



現行 改定 改定理由

工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要
試験成績
表等によ
る確認

工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要
試験成績
表等によ
る確認

10 グースアスファルト舗装 13 グースアスファルト舗装
11　路
床安定
処理工

施

工

そ

の

他

平板載荷試験 JIS A 1215 　 延長40mにつき1箇所の割で行う。 セメントコンクリートの路盤に適用す
る。

　

14　路
床安定
処理工

施

工

そ

の

他

平板載荷試験 JIS A 1215 　 延長40mにつき1箇所の割で行う。 セメントコンクリートの路床に適用す
る。

　

誤記

12 表層安定処理工（表層混合処理工） 15 表層安定処理工（表層混合処理工）

13 固結工 16 固結工
14　ア
ンカー
工

施

工

必

須

モルタルのフロー
値試験

JIS R 5201 設計図書による。 練りまぜ開始前に試験は２回行
い、その平均値をフロー値とす
る。

17　ア
ンカー
工

施

工

必

須

モルタルのフロー
値試験

JSCE-F 521-2018 10～18秒 Pロート
（グランドアンカー設計施工マ
ニュアルに合わせる）

練りまぜ開始前に試験は２回行
い、その平均値をフロー値とす
る。

試験基準の記載にともなう

15 補強
土壁工

施

工

必

須

現場密度の測定
※右記試験方法
（3種類）のいず
れかを実施する。

最大粒径≦53㎜：
砂置換法（JIS A
1214）

最大粒径＞53㎜：
舗装調査・試験法
便覧 [4]-256 突
砂法

次の密度への締固めが可能な範
囲の含水比において、最大乾燥
密度の95％以上（締固め試験
（JIS A 1210）A･B法）もしく
は90％以上（（JIS A 1210）C･
D･E法）
ただし、JIS A 1210 C･D･E法で
の管理は、標準の施工仕様より
も締固めエネルギーの大きな転
圧方法（例えば、標準よりも転
圧力の大きな機械を使用する場
合や１層あたりの仕上り厚を薄
くする場合）に適用する。
または、設計図書による。

500㎥につき1回の割合で行う。た
だし、1,500㎥未満の工事は1工事
当たり３回以上。
１回の試験につき３孔で測定し、
３孔の最低値で判定を行う。

橋台背面アプローチ部にける規格値
は、下記のと通りとする。
（締固め試験(JIS A 1210)C･D･E法）
【一般の橋台背面】
　平均92％以上、かつ最小90％以上
【インテグラルアバット構造の橋台背
面】
　平均97％以上、かつ最小95％以上 　

18 補強
土壁工

施

工

必

須

現場密度の測定
※右記試験方法
（3種類）のいず
れかを実施する。

最大粒径≦53㎜：
砂置換法（JIS A
1214）

最大粒径＞53㎜：
舗装調査・試験法
便覧 [4]-256 突
砂法

次の密度への締固めが可能な範
囲の含水比において、最大乾燥
密度の95％以上（締固め試験
（JIS A 1210）A･B法）もしく
は90％以上（（JIS A 1210）C･
D･E法）
または、設計図書による。

500㎥につき1回の割合で行う。た
だし、1,500㎥未満の工事は1工事
当たり３回以上。
１回の試験につき３孔で測定し、
３孔の最低値で判定を行う。

橋台背面アプローチ部にける規格値
は、下記のと通りとする。
（締固め試験(JIS A 1210)C･D･E法）
【一般の橋台背面】
　平均92％以上、かつ最小90％以上
【インテグラルアバット構造の橋台背
面】
　平均97％以上、かつ最小95％以上 　

試験基準の記載にともなう



工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要
試験成績
表等によ
る確認

工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要
試験成績
表等によ
る確認

15 補強
土壁工

施

工

必

須

現場密度の測定
※右記試験方法
（3種類）のいず
れかを実施する。

または、
「RI計器を用いた
盛土の締固め管理
要領（案）」

次の密度への締固めが可能な範
囲の含水比において、1管理単
位の現場乾燥密度の平均値が最
大乾燥密度の97％以上（締固め
試験（JIS A 1210）A･B法）も
しくは92％以上（締固め試験
（JIS A 1210）C･D･E法）
ただし、JIS A 1210 C･D･E法で
の管理は、標準の施工仕様より
も締固めエネルギーの大きな転
圧方法（例えば、標準よりも転
圧力の大きな機械を使用する場
合や１層あたりの仕上がり厚を
薄くする場合）に適用する。
または、設計図書による。

盛土を管理する単位（以下「管理
単位」）に分割して管理単位ごと
に管理を行うものとする。路体・
路床とも、1日の1層あたりの施工
面積を基準とする。管理単位の面
積は1,500㎡を標準とし、1日の施
工面積が2,000㎡以上の場合、その
施工面積を2管理単位以上に分割す
るものとする。1管理単位あたりの
測定点数の目安を下表に示す。

・最大粒径＜100㎜の場合に適用す
る。
・左記の規格値を満たしていても、規
格値を著しく下回っている点が存在し
た場合は、監督員と協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

橋台背面アプローチ部にける規格値
は、下記のと通りとする。
（締固め試験(JIS A 1210)C･D･E法）
【一般の橋台背面】
　平均92％以上、かつ最小90％以上
【インテグラルアバット構造の橋台背
面】
　平均97％以上、かつ最小95％以上

　

18 補強
土壁工

施

工

必

須

現場密度の測定
※右記試験方法
（3種類）のいず
れかを実施する。

または、
「RI計器を用いた
盛土の締固め管理
要領（案）」

次の密度への締固めが可能な範
囲の含水比において、1管理単
位の現場乾燥密度の平均値が最
大乾燥密度の97％以上（締固め
試験（JIS A 1210）A･B法）も
しくは92％以上（締固め試験
（JIS A 1210）C･D･E法）
または、設計図書による。

盛土を管理する単位（以下「管理
単位」）に分割して管理単位ごと
に管理を行うものとする。路体・
路床とも、1日の1層あたりの施工
面積を基準とする。管理単位の面
積は1,500㎡を標準とし、1日の施
工面積が2,000㎡以上の場合、その
施工面積を2管理単位以上に分割す
るものとする。1管理単位あたりの
測定点数の目安を下表に示す。

・最大粒径＜100㎜の場合に適用す
る。
・左記の規格値を満たしていても、規
格値を著しく下回っている点が存在し
た場合は、監督員と協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

橋台背面アプローチ部にける規格値
は、下記のと通りとする。
（締固め試験(JIS A 1210)C･D･E法）
【一般の橋台背面】
　平均92％以上、かつ最小90％以上
【インテグラルアバット構造の橋台背
面】
　平均97％以上、かつ最小95％以上

　

試験基準の記載にともなう

16 吹付工 19 吹付工

17 現場吹付法枠工 20 現場吹付法枠工

18 河川・海岸土工 21 河川・海岸土工

19 砂防土工 22 砂防土工



工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要
試験成績
表等によ
る確認

工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要
試験成績
表等によ
る確認

20　道
路土工

施

工

必

須

現場密度の測定
※右記試験方法
（3種類）のいず
れかを実施する。

最大粒径≦53㎜：
砂置換法（JIS A
1214）

最大粒径＞53㎜：
舗装調査・試験法
便覧 [4]-256 突
砂法

【砂質土】
・路体：次の密度への締固めが可能
な範囲の含水比において、最大乾燥
密度の90％以上（締固め試験（JIS
A 1210）A･B法）
・路床及び構造物取付け部：次の密
度への締固めが可能な範囲の含水比
において、最大乾燥密度の95％以上
（締固め試験（JIS A 1210）A･B
法）もしくは90％以上（締固め試験
（JIS A 1210）C･D･E法）
ただし、JIS A 1210 C･D･E法での管
理は、標準の施工仕様よりも締固め
エネルギーの大きな転圧方法（例え
ば、標準よりも転圧力の大きな機械
を使用する場合や１層あたりの仕上
がり厚を薄くする場合）に適用す
る。

【粘性土】
・路体：自然含水比またはトラフィ
カビリティーが確保できる含水比に
おいて、空気間隙率Vaが2%≦Va≦
10%または飽和度Srが85%≦Sr≦95%
・路床及び構造物取付け部：トラ
フィカビリティーが確保できる含水
比において、空気間隙率Vaが2%≦Va
≦8%
ただし、締固め管理が可能な場合
は、砂質土の基準を適用することが
できる。

その他　、設計図書による。

路体の場合、1,000㎥につき１回の
割合で行う。
ただし、500㎥未満の場合は省略す
ることができる。
路床及び構造物取付け部の場合、
500㎥につき1回の割合で行う。
１回の試験につき３孔で測定し、
３孔の最低値で判定を行う。

左記の規格値を満たしていても、規格
値を著しく下回っている点が存在した
場合は、監督員と協議の上で、（再）
転圧を行うものとする。

　

23　道
路土工

施

工

必

須

現場密度の測定
※右記試験方法
（3種類）のいず
れかを実施する。

最大粒径≦53㎜：
砂置換法（JIS A
1214）

最大粒径＞53㎜：
舗装調査・試験法
便覧 [4]-256 突
砂法

【砂質土】
・路体：次の密度への締固めが可能
な範囲の含水比において、最大乾燥
密度の90％以上（締固め試験（JIS
A 1210）A･B法）
・路床及び構造物取付け部：次の密
度への締固めが可能な範囲の含水比
において、最大乾燥密度の95％以上
（締固め試験（JIS A 1210）A･B
法）もしくは90％以上（締固め試験
（JIS A 1210）C･D･E法）

【粘性土】
・路体：自然含水比またはトラフィ
カビリティーが確保できる含水比に
おいて、空気間隙率Vaが2%≦Va≦
10%または飽和度Srが85%≦Sr≦95%
・路床及び構造物取付け部：トラ
フィカビリティーが確保できる含水
比において、空気間隙率Vaが2%≦Va
≦8%
ただし、締固め管理が可能な場合
は、砂質土の基準を適用することが
できる。

その他　、設計図書による。

路体の場合、1,000㎥につき１回の
割合で行う。
ただし、500㎥未満の場合は省略す
ることができる。
路床及び構造物取付け部の場合、
500㎥につき1回の割合で行う。
１回の試験につき３孔で測定し、
３孔の最低値で判定を行う。

左記の規格値を満たしていても、規格
値を著しく下回っている点が存在した
場合は、監督員と協議の上で、（再）
転圧を行うものとする。

　

試験基準の記載にともなう

20　道
路土工

施

工

必

須

　 または、
「RI計器を用いた
盛土の締固め管理
要領（案）」

【砂質土】
・路体：次の密度への締固めが可能
な範囲の含水比において、最大乾燥
密度の92％以上（締固め試験（JIS
A 1210）A･B法）
・路床及び構造物取付け部：次の密
度への締固めが可能な範囲の含水比
において、最大乾燥密度の97％以上
（締固め試験（JIS A 1210）A･B
法）もしくは92％以上（締固め試験
（JIS A 1210）C･D･E法）
ただし、JIS A 1210 C･D･E法での管
理は、標準の施工仕様よりも締固め
エネルギーの大きな転圧方法（例え
ば、標準よりも転圧力の大きな機械
を使用する場合や１層あたりの仕上
がり厚を薄くする場合）に適用す
る。

【粘性土】
・路体、路床及び構造物取付け部：
自然含水比またはトラフィカビリ
ティーが確保できる含水比におい
て、１管理単位の現場空気間隙率の
平均が8%以下。
ただし、締固め管理が可能な場合
は、砂質土の基準を適用することが
できる。

または、設計図書による。

盛土を管理する単位（以下「管理
単位」）に分割して管理単位ごと
に管理を行うものとする。路体・
路床とも、1日の1層あたりの施工
面積を基準とする。管理単位の面
積は1,500㎡を標準とし、1日の施
工面積が2,000㎡以上の場合、その
施工面積を2管理単位以上に分割す
るものとする。1管理単位あたりの
測定点数の目安を下表に示す。

・最大粒径＜100㎜の場合に適用す
る。
・左記の規格値を満たしていても、規
格値を著しく下回っている点が存在し
た場合は、監督員と協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

　

23　道
路土工

施

工

必

須

　 または、
「RI計器を用いた
盛土の締固め管理
要領（案）」

【砂質土】
・路体：次の密度への締固めが可能
な範囲の含水比において、最大乾燥
密度の92％以上（締固め試験（JIS
A 1210）A･B法）
・路床及び構造物取付け部：次の密
度への締固めが可能な範囲の含水比
において、最大乾燥密度の97％以上
（締固め試験（JIS A 1210）A･B
法）もしくは92％以上（締固め試験
（JIS A 1210）C･D･E法）

【粘性土】
・路体、路床及び構造物取付け部：
自然含水比またはトラフィカビリ
ティーが確保できる含水比におい
て、１管理単位の現場空気間隙率の
平均が8%以下。
ただし、締固め管理が可能な場合
は、砂質土の基準を適用することが
できる。

または、設計図書による。

盛土を管理する単位（以下「管理
単位」）に分割して管理単位ごと
に管理を行うものとする。路体・
路床とも、1日の1層あたりの施工
面積を基準とする。管理単位の面
積は1,500㎡を標準とし、1日の施
工面積が2,000㎡以上の場合、その
施工面積を2管理単位以上に分割す
るものとする。1管理単位あたりの
測定点数の目安を下表に示す。

・最大粒径＜100㎜の場合に適用す
る。
・左記の規格値を満たしていても、規
格値を著しく下回っている点が存在し
た場合は、監督員と協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

　

試験基準の記載にともなう

21 捨石工（港湾工を除く) 24 捨石工（港湾工を除く)

22 コンクリートダム 25 コンクリートダム

23 覆工コンクリート（NATM） 26 覆工コンクリート（NATM）



現行 改定 改定理由

工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要

試験成
績表等
による
確認

工
種

種別
試験
区分

試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要

試験成
績表等
による
確認

24 吹付けコンクリート（NATM） 27 吹付けコンクリート（NATM）

25 ロックボルト（NATM） 28 ロックボルト（NATM）
26　路
上再生
路盤工

施

工

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧 [4]-256

砂置換法(JIS
A1214)

砂置換法は、最大
粒径が53mm以下の
場合のみ適用でき
る

基準密度の93%以上
X10 95%以上

X6 95.5%以上

X3 96.5%以上

1,000㎡ につき１個、１工事に
つき最低3個

・締固め度は、10個の測定値の平
均値X10が規格値を満足しなければ
ならない。また、10個の測定値が
得がたい場合は3個の測定値の平均
値X3が規格値を満足していなけれ
ばならないが、X3が規格値をはず
れた場合は、さらに3個のデータを
加えた平均値X6が規格値を満足し
ていればよい。

　

29　路
上再生
路盤工

施

工

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧 [4]-256

砂置換法(JIS
A1214)

砂置換法は、最大
粒径が53mm以下の
場合のみ適用でき
る

基準密度の93%以上
X10 95%以上

X6 95.5%以上

X3 96.5%以上

1,000㎡ につき１孔、１工事に
つき最低3孔

・締固め度は、10孔の測定値の平
均値X10が規格値を満足しなければ
ならない。また、10孔の測定値が
得がたい場合は3孔の測定値の平均
値X3が規格値を満足していなけれ
ばならないが、X3が規格値をはず
れた場合は、さらに3孔のデータを
加えた平均値X6が規格値を満足し
ていればよい。

　

実情に合わせ修正

27　路
上表層
再生工

施

工

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧［3］-218

基準密度の96%以上
X10 98%以上

X6 98%以上

X3 98.5%以上

1,000㎡ につき１個、１工事に
つき最低３個

・締固め度は、10個の測定値の平
均値X10が規格値を満足しなければ
ならない。また、10個の測定値が
得がたい場合は3個の測定値の平均
値X3が規格値を満足していなけれ
ばならないが、X3が規格値をはず
れた場合は、さらに3個のデータを
加えた平均値X6が規格値を満足し
ていればよい。

　

30　路
上表層
再生工

施

工

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧［3］-218

基準密度の96%以上
X10 98%以上

X6 98%以上

X3 98.5%以上

1,000㎡ につき１孔、１工事に
つき最低３孔

・締固め度は、10孔の測定値の平
均値X10が規格値を満足しなければ
ならない。また、10孔の測定値が
得がたい場合は3孔の測定値の平均
値X3が規格値を満足していなけれ
ばならないが、X3が規格値をはず
れた場合は、さらに3孔のデータを
加えた平均値X6が規格値を満足し
ていればよい。

　

実情に合わせ修正

28　排
水性舗
装工・
透水性
舗装工

舗

設

現

場

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧[3]-224

基準密度の94％以上。
　X10　96％以上
　X6 　96％以上
  X3 　96.5％以上
歩道箇所：現場密度の平均値が基準
密度の92%以上。

1,000㎡につき１回（３個）
１工事につき最低１回

・締固め度は、10個の測定値の平
均値X10が規格値を満足しなければ
ならない。また、10個の測定値が
得がたい場合は3個の測定値の平均
値X3が規格値を満足していなけれ
ばならないが、X3が規格値をはず
れた場合は、さらに3個のデータを
加えた平均値X6が規格値を満足し
ていればよい。

　

31　排
水性舗
装工・
透水性
舗装工

舗

設

現

場

必

須

現場密度の測定 舗装調査・試験法
便覧[3]-224

基準密度の94％以上。
　X10　96％以上
　X6 　96％以上
  X3 　96.5％以上
歩道箇所：現場密度の平均値が基準
密度の92%以上。

1,000㎡につき１孔、１工事につ
き最低３孔

・締固め度は、10孔の測定値の平
均値X10が規格値を満足しなければ
ならない。また、10孔の測定値が
得がたい場合は3孔の測定値の平均
値X3が規格値を満足していなけれ
ばならないが、X3が規格値をはず
れた場合は、さらに3孔のデータを
加えた平均値X6が規格値を満足し
ていればよい。

　

実情に合わせ修正

29 プラント再生舗装工 32 プラント再生舗装工

30 工場製作工(鋼橋用鋼材） 33 工場製作工(鋼橋用鋼材）

31 ガス切断工 34 ガス切断工

32 溶接工 35 溶接工

33 路床土処理工 36 路床土処理工
34.中層
混合処
理
※全面
改良の
場合に
適用。
混合処
理改良
体（コ
ラム）
を造成
する工
法には
適用し
ない

材

料

必

須

土の湿潤密度試験 JIS G 0191 設計図書による。 当初及び土質の変化したとき 配合を定めるための試験である。 37.中層
混合処
理
※全面
改良の
場合に
適用。
混合処
理改良
体（コ
ラム）
を造成
する工
法には
適用し
ない

材

料

必

須

土の湿潤密度試験 JIS G 1225 設計図書による。 当初及び土質の変化したとき 配合を定めるための試験である。 誤記

材

料

必

須

品質検査
（芯材・ナット・
プレート等）

ミルシート 設計図書による。 材料入荷時

〇

新規追加

定着材のフロー値
試験

JSCE-F521-2018 9～22秒 施工開始前1回および定着材の材
料や配合変更時に実施。1回の試
験は測定を2回行い、測定値の平
均をフロー値とする。

定着材をセメントミルクまたはモ
ルタルとする場合

新規追加

そ

の

他

外観検査
（芯材・ナット・
プレート等）

・目視
・寸法計測

設計図書による。 材料入荷時 新規追加

施

工

必

須

圧縮強度試験 JIS A 1108 設計図書による。 施工開始前1回および施工日ごと
1回（3本/回）

定着材をセメントミルクまたはモ
ルタルとする場合

新規追加

引き抜き試験
（受入れ試験）
引き抜き試験
（適合性試験）

地山補強土工法設
計・施工マニュア
ル

設計図書による。 ・施工全数量の3％かつ3本以上
を標準とする。
・載荷サイクルは1サイクルとす
る。

新規追加

そ

の

他

適合性試験 地山補強土工法設
計・施工マニュア
ル

設計図書による。 ・地層ごとに3本以上を標準とす
る。
・載荷サイクルは多サイクルを
原則とする。
・初期荷重は。5.0kNもしくは計
画最大荷重の0.1倍程度とする。

新規追加

37 橋梁補修工 41 橋梁補修工

38 港湾・水産工 42 港湾・水産工

39 農林土木工 43 農林土木工

40 公園緑地工 44 公園緑地工

41 下水道工 45 下水道工

42 上水道工 46 上水道工

43 基礎工 47 基礎工

44 品質管理資料（作成例）　品質管理総括表（完成検査用） 48 品質管理資料（作成例）　品質管理総括表（完成検査用）

38.鉄筋
挿入工



現行 改定案 改定理由

工
種

種別 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要
工
種

種別 試験方法 規格値 試験基準 摘　　要

35 鋼橋 39 鋼橋

36　プ
レスト
レスト
コンク
リート
桁

グラウト 土木学会基準 フロー値
流下時間
Ｊロート　　  6～12秒
ＪＡロート　15～30秒
膨張率　　10％以下
圧縮強度σ28　200kgf／
㎝2

・主桁は桁１本ごと
・横組は１連ごと１回
　　フロー値１回
　　テストピース採取６ヶ
　　ブリージング３ヶ

40　プ
レスト
レスト
コンク
リート
桁

グラウト コンクリ-ト標準示方書
施工
JSCE-F 531 の方法

JSCE-F 535 の方法
JSCE-F 535 の方法
JSCE-F 531 の方法

JPロート標準
高粘性型 14～23秒
高粘性型～低粘性型 7～
35秒
低粘性型 6～14秒
超低粘性型 3.5～6秒

0.3％以下（3時間後）
-0.5％～＋0.5％
材齢7日に30N/mm2以上
セメント質量の0.08％以
下

注入前、１回/日以上および
品質変化が認められた時

諸基準の改定による

・「セメントコンクリート」
に準ずる

・「セメントコンクリート」
に準ずる

緊張管理 道路橋示方書による。 ＰＣ鋼線及びＰＣ鋼より
線の摩擦係数の管理限界
とＰＣ鋼棒の緊張力差の
許容誤差は、道路橋示方
書による。

・試験緊張　１回
　主桁１）ケーブルごと管理
　　　  ２）グループごと管
理
　横組　ケーブルごと管理

プレストレッシング管理図を
提出

緊張管理 道路橋示方書、コンク
リート道路橋施工便覧に
よる。

ＰＣ鋼線及びＰＣ鋼より
線の摩擦係数の管理限界
とＰＣ鋼棒の緊張力差の
許容誤差は、道路橋示方
書による。

・試験緊張　１回
　主桁１）ケーブルごと管理
　　　  ２）グループごと管
理
　横組　ケーブルごと管理

プレストレッシング管理図を
提出

37 橋梁補修工 41 橋梁補修工

38 港湾・水産工 42 港湾・水産工

39 農林土木工 43 農林土木工

40 公園緑地工 44 公園緑地工

41 下水道工 45 下水道工

42 上水道工 46 上水道工

43 基礎工 47 基礎工

44 品質管理資料（作成例）　品質管理総括表（完成検査用） 48 品質管理資料（作成例）　品質管理総括表（完成検査用）

試験
区分

試験項目

必須 緊張管理

必須 コンシステンシー
膨張率
圧縮強度

グラウト中の塩化物量測定

必須 緊張管理

試験
区分

試験項目

必須 流動性

ブリーディング率
体積変化率
圧縮強度
塩化物イオン含有率

グラウト中の塩化物量測定



現行 改定案 改定理由

種類 規格値 支持地盤管理基準 管理方法 管理頻度 提出方法 種類 規格値 支持地盤管理基準 管理方法 管理頻度 提出方法

支持地盤管理

報告書提出

　（ロ）Ｎ値を支持地盤強度等として使用し設計された構造物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 規格値＝設計目標値 　（ロ）Ｎ値を支持地盤強度等として使用し設計された構造物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 規格値＝設計目標値

工法の種類 規格値 支持地盤管理基準 管理方法 管理頻度 提出方法 工法の種類 規格値 支持地盤管理基準 管理方法 管理頻度 提出方法

標準貫入試験データとスウェーデン式サウン
ディング試験等のデータの対比による

　５０ｍに１試験 現地床付面の地盤支持力の確認試験にて確認 　１現場に最低１回、かつ、土質の変化の度
に

工事区間内で標準貫入試験を実施する必要が
ある

　１現場に最低１回

　１試験の測定回数は３回

　判定は測定値の平均とする

標準貫入試験データとスウェーデン式サウン
ディング試験等のデータの対比による

　５０ｍに１試験

工事区間内で標準貫入試験を実施する必要が
ある

　１現場に最低１回
※地盤支持力の確認試験とは、簡易支持力測定試験（キャスポル）、ポータブルコーン貫入試験等をいう。

　１試験の測定回数は３回 また、地盤条件等によりこれにより難い場合は、監督員と協議のうえ決定する。

　判定は測定値の平均とする

設計時点で計算された 標準貫入試験データと試験掘削オーガモー
ターのトルク値チャート紙の対比によって着
底管理する

　５０ｍ又は１００本に１箇所
　（ハ）安定処理工法、地盤改良工法等により改良された支持地盤や杭基礎工における支持地盤の確認については、各施工マニュアル等により行うものとする。　　　　　　　

改良体底面の指定Ｎ値の 工事区間内で標準貫入試験を実施する必要が
ある

　１現場に最低１箇所

支持層深度≦現地改良体底面深度 　受注者は管理基準データ全本数のチャート
紙を監督員に提出するものとする

かつ、改良体底面位置が指定Ｎ値支持層に着
底していることを確認する。

見直しに

よる

段階確認に記載

直接基礎 設計図書による 設計時点で計算された支持力≦
地盤支持力の確認試験による許容支持力
又は
設計時点で計算された指定Ｎ値≦
地盤支持力の確認試験による換算Ｎ値

支持地盤管理報告書提出

　（イ）簡易表（道路土工擁壁工指針　解表４－８支持地盤の種類と許容支持力度などの表）を使用し設計された構造物

規格値＝設計目標値

直接基礎 設計図書による 設計時点で想定された支持力≦現地床付面の
土質の支持力
（下記の簡易表より）

現地床付面の土質を観察により簡易表で確認 現地床付面の土質の変化の度に

  （ハ）受注者は設計図書、土木工事共通仕様書等に基づき、試験杭の施工や支持地盤の確認等を行い、基礎工（支持地盤）の品質管理に関する計画を作成するものとする。

　（二）監督員は、段階確認として地盤の支持力等の確認に立会するものとする。

　（ホ）受注者は、検査時に地盤の支持力等の管理について、設計目標値と施工確認値との対比表等を記載した支持地盤管理報告書を提出す

るものとする。

２　対象構造物

43　基礎工（支持地盤）

１　支持地盤の管理

（イ）受注者は、設計図書等に基づき、地盤の支持力が設計条件の許容支持力以上であること、指定支持層に着底していること及び指定支持層に所定根入長を確保していること等の確認を行うものとす
る。

　　　　設計目標値と施工確認値との合致確認を行うものとする。

　（ロ）受注者は、施工計画書の作成にあたり、構築する各構造物の各工種・各工法における地盤の支持力等の確認管理について監督員と協議を行い、確認管理の方法等について記述するものとする。

深層混合処理工法 設計図書による 支持地盤管理報告書提出

直接基礎 設計図書による 設計時点で想定された支持力≦現地床付面の
土質の支持力

観察により簡易表で確認 現地床付面の土質の変化の度に

直接基礎 設計図書による 設計時点で計算された支持力又は指定Ｎ値≦
現地床付面の換算地耐力（スウェーデン式サ
ウンディング試験等の結果の）又は換算Ｎ値

支持地盤管理報告書提出

浅層混合処理工法 設計図書による 設計時点で計算された改良体底面の支持力又
は指定Ｎ値≦現地改良体底面の換算地耐力
（スウェーデン式サウンディング試験等の結
果の）又は換算Ｎ値

支持地盤管理報告書提出

規格値＝設計目標値

43　基礎工（支持地盤）

１　支持地盤の管理

（イ）受注者は、設計図書等に基づき、地盤の支持力が設計条件の許容支持力以上であること、指定支持層に着底していること及び指定支持層に所定根入長を確保していること等の確認を行うものとす
る。

　　　　設計目標値と施工確認値との合致確認を行うものとする。

　（ロ）受注者は、施工計画書の作成にあたり、構築する各構造物の各工種・各工法における地盤の支持力等の確認管理について監督員と協議を行い、確認管理の方法等について記述するものとする。

  （ハ）受注者は設計図書、土木工事共通仕様書等に基づき、試験杭の施工や支持地盤の確認等を行い、基礎工（支持地盤）の品質管理に関する計画を作成するものとする。

　（二）監督員は、段階確認として地盤の支持力等の確認に立会するものとする。

　（ホ）受注者は、検査時に地盤の支持力等の管理について、設計目標値と施工確認値との対比表等を記載した支持地盤管理報告書を提出す

るものとする。

２　対象構造物

　（イ）簡易表（道路土工擁壁工指針　解表４－８支持地盤の種類と許容支持力度などの表）を使用し設計された構造物



工法の種類 規格値 支持地盤管理基準 管理方法 管理頻度 提出方法

既製杭基礎 設計杭１本あたり鉛直荷重≦杭先端の許容支
持力(動的支持力算定式)

打撃打止め管理による 橋台などの基礎ごとに

（打込み工法） リバウンド量(動的支持力) 最低１本(標準貫入試験位置に近接)とし杭の
配置、地盤構成・傾きの変化などを考慮して
決める

一軸圧縮強度
qa（KN/㎡）

N値

設計指定支持層への根入長≦現地指定支持層
への

根入の長さ 亀裂の少ない均
一な硬岩

1000 10,000以上

根入長 支持層の状態 標準貫入試験の追加を考慮する
亀裂の多い硬岩 600 10,000以上

軟岩・土丹 300 1,000以上

振動打止め管理による
密なもの 600

杭打機の電流値 密でないもの 300

杭の貫入速度(動的支持力) 密なもの 300 30～50

根入の長さ 中位なもの 200 20～30

支持層の状態 非常に硬いもの 200 200～400 15～30

既製杭基礎 設計時点で計算された 標準貫入試験データとオーガモーターのトル
ク値チャート紙の対比によって着底管理する

橋台などの基礎ごとに
硬いもの 100 100～200 10～15

（埋込み工法） 杭先端の指定支持層の 根入の長さ 最低１本(標準貫入試験位置に近接)とし杭の
配置、地盤構成・傾きの変化などを考慮して
決める

所定深度≦　現地オーガ 支持層の状態

の先端の支持層着底深度 標準貫入試験の追加を考慮する 参考図書

直接基礎　：　「道路土工　擁壁工指針」H２４年７月

かつ、杭の現地指定Ｎ値支持層への根入れ長
を確認する。

安定処理工：　「道路土工　擁壁工指針」H２４年７月

　　　　　　　「道路土工　軟弱地盤対策工指針」H２４年８月

地盤改良工：　「セメント系固化材による地盤改良マニュアル」第４版

杭基礎工　：　「道路橋示方書　同解説　Ⅳ下部構造編」（H29.11）

基礎地盤の種類 許容鉛直支持力度
qa（KN/㎡）

目安とする値

解表４－８　基礎地盤の種類と許容鉛直支持力度（常時値）

岩盤

礫層

砂質
地盤

粘性土
地盤

－

－ －

－

設計図書による 支持地盤管理報告書提出

設計図書による 支持地盤管理報告書提出



工法の種類 規格値 支持地盤管理基準 管理方法 管理頻度 提出方法

設計径と公称径、掘削径の 支持層の確認 橋台などの基礎ごとに

関係を把握し、所定の設計径が得られること
を施工計画書作成時に確認する

掘削した資料の土質と深度を設計図書及び土
質調査資料と対比し、支持層の確認をする

最低１本(標準貫入試験位置に近く)とし杭の
配置、地盤構成・傾きの変化などを考慮して
決める

設計時点で計算された杭先端の指定支持層・
所定深度≦

支持層への根入確認 標準貫入試験の追加を考慮する

現地指定支持層・所定深度 支持層確認後と支持層への根入れ掘削終了後
の深度を測定対比することにより、支持層へ
の根入長さを確認する

場所打杭基礎 設計図書による 支持地盤管理報告書提出


